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当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収への対応方針）の更新について 
 
当社は、2025年２月13日開催の当社取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定

を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第3号本文に規定されるものを
いい、以下「基本方針」といいます。）に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の
方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社法施行規則第118条第3号ロ(2)）と
して、2025年3月27日開催予定の第150期事業年度に係る当社定時株主総会（以下「本定時株主
総会」といいます。）における株主の皆様のご承認を条件に、当社定款第16条に基づき当社株式
の大規模買付行為に関する対応方針（買収への対応方針）を更新し、改めて導入することを決定
いたしましたので、お知らせいたします（以下、更新後の当社株式の大規模買付行為に関する対
応方針（買収への対応方針）を「本プラン」といいます。）。 
当社は、2022年２月17日開催の当社取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する

対応方針（買収への対応方針）（以下「旧プラン」といいます。）の改定導入を決議し、旧プラ
ンは、2022年３月30日開催の第147回定時株主総会において株主の皆様にご承認をいただいてま
いりましたが、本定時株主総会終結の時をもって有効期間が満了することから、上記のとおり更
新を決定したものです。なお、本プランの内容については、近時の買収への対応方針や対抗措置
に関する裁判例や実務動向等を踏まえ、対象となる買付等の追加、対抗措置の内容の加筆調整を
行い、本プランに従った新株予約権の無償割当てを実施するに際し当該実施が株主の皆様の合理
的な意思に基づくものであることを確保するため原則として株主総会を開催することとする等、
旧プランの内容を一部見直しております。 
また、社外取締役３名を含む当社の取締役全員および社外監査役２名を含む当社の監査役全員

が本プランの導入に賛成していることに加え、当社は、本プランの導入について、旧プランの独
立委員会による全員一致の承認を得ております。 
 
 
一 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解
し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを
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可能とする者である必要があると考えています。筆記具の本質的価値は、「書く、描く」こと
によって、お客様一人ひとりが生まれながらに持つ個性や才能を表現し、応援することにある
と考えています。そして、当社の企業価値の向上は、筆記具を世界中の人々に広く提供するこ
とに加え、そのような筆記具の本質的な提供価値を起点とした新規事業を創出し育成すること
により、その双方を結びつけ一体的な経営を行うことによって実現されるものであると考えて
います。 
当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全

体の意思に基づき行われるべきものと考えております。また、当社株式について大規模買付行
為がなされた場合、それが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するもの
であれば、これを否定するものではありません。しかしながら、株式の大規模買付行為の中に
は、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも
の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式
の大規模買付行為の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が株主に対して代替
案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よ
りも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、大規模買付行為の対象
となる会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 
当社株式の大規模買付行為を行う者は、当社グループの財務および事業内容を深く理解する

のみならず、下記に示す当社の企業価値の源泉を十分に認識し、それを中長期的な視点で維
持・向上させることが求められるところ、もし、かかる要請を満たさない者による大規模買付
行為が行われた場合、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が損なわれることになります。
当社は、そのように企業価値ひいては株主共同の利益を損なう大規模買付行為を行う者は、当
社の財務および事業の方針を決定する者として不適切と考えております。したがって、そのよ
うな者による当社株式の大規模買付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を講じることに
より、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

 
 
二 当社の企業価値の源泉および基本方針の実現に資する特別な取組み 

 
1. 当社の企業価値の源泉について 

 
当社は、1887年（明治 20 年）の創業以来、「最高の品質こそ 最大のサービス」という社

是のもと、高品質で付加価値が高い筆記具をお届けすることで、より多くのお客様に喜んで
いただくことを当社の使命として、筆記具事業を中心に活動してまいりました。 
しかし、近年、当社を取り巻く環境においてあらゆる変化の波が押し寄せ、将来の予測が

困難な時代を迎えております。そのような中で、改めて立ち止まり、当社が長い活動の中で
お客様に対してお届けしてきた提供価値を問い直し、再定義するに至りました。当社が筆記
具という製品を介してお届けしてきた提供価値とは、「書く、描く」ことによって、お客様
一人ひとりが生まれながらに持つ個性や創造性をかたちにすることであり、またそういった
活動を支えることであると考えております。そして、このお客様への提供価値を問い直すこ
とが、当社の企業価値の源泉を紐解く上での出発点であります。 
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当社の事業は、創業者の眞崎仁六の日本にも鉛筆を普及させたいという熱い想いによっ
て、「はさみ鉛筆」を一本ずつ販売することからはじまりました。その後、海外製品にも負
けない鉛筆をつくりたいと考え、1958年に当社が誇る最高品質の鉛筆「ユニ」が生まれま
した。 
そして現在、当社の筆記具は日本だけではなくアジアや欧州、北米、中近東など世界で

100 カ国以上のお客様にご愛顧いただくまでに成長し、当社も活動の場を広げてまいりまし
た。また当社の筆記具は、いつの時代も幅広い年齢層の方々にとって身近な存在であり続け
ました。幼少期のお子さまが小さな手で色鉛筆やサインペンを握りしめ、お絵描きや塗り絵
に親しみながら成長し、鉛筆やシャープペンシル、ボールペンで幾多もの事柄を書き綴りな
がらお年を重ねていくまで、当社の筆記具はお客様の日常と生活に寄り添ってまいりまし
た。そして、優れたアイデアや発想、多くの人々を感動させる作品を生み出す手段としても
用いられてまいりました。 
当社のものづくりの指針は、unique を由来とする「ユニ」というブランドに込められて

おります。世の中で広く愛されるものとなるためには、唯一無二であって、さらに最高品質
の商品やサービスでなければならないと考えております。そして、そのような商品やサービ
スをお届けし続けることの帰趨として、より多くのお客様が生まれながらにして持つ個性や
創造性といった「ユニーク」を表現することにつながると信じております。 
近年におけるテクノロジーの飛躍的な進化は、多くの製品やサービスを生み出し、従来か

ら用いられてきた筆記具に加えて、お客様の表現手段の選択肢の幅を広げました。さらに、
インターネットの普及によって加速度的にボーダレス化が進んだ一方で、地球環境という共
通の資源に対する喫緊の課題への関心の高まりから、お客様の消費に対する価値観は大きく
変化し、加えてシェアリングやサブスクリプションを始めとする多様な購買のありかたが拡
大を続けています。そして、このような著しい社会環境の移り変わりのなかにおいて、お客
様一人ひとりの価値観も多様化し、多様な価値観を表現することへの喜びは益々普遍的なも
のとなっていると考えております。 
当社は、このような環境であるからこそ、改めてこれまでの創業から積み重ねてきたお客

様への提供価値に立ち返り、それを起点として、筆記するための道具をつくる「筆記具メー
カー」から、お客様それぞれが持つユニークを表現する喜びをお届けする「表現革新カンパ
ニー」へと生まれ変わることを決意いたしました。「生まれながらにすべての人がユニーク
である」という信念に基づき、「書く、描く」ことを通じて、世界中のあらゆる人々の生ま
れながらに持つ個性と創造性を解き放つというお客様への提供価値を具現化してまいりたい
と考えております。筆記具には、お客様一人ひとりのユニークを引き出し、高め、彩り、共
感しあえるものへと変える力があります。当社は、創業から取り組んできた筆記具事業がお
客様にお届けしてきた提供価値と真摯に向き合い、性別、文化、障がいを始めとする一人ひ
とりが生まれ持った様々な違いを可能性に変えることで、豊かな表現や新たなつながりを生
み出すことによって、違いを美しさととらえ、新たな技術によって世界を彩ることに尽力し
てまいりたいと考えております。 
企業価値とは、会社の財産、収益力、安定性、効率性、成長力等株主の利益に資する会社

の属性またはその程度をいい、概念的には、企業が将来にわたって生み出すキャッシュフロ
ーの割引現在価値の総和であると一般には定義されるものと理解しております。この点、当
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社は、卓越した品質と高度な技術に裏打ちされた機能性を追求する筆記具をはじめとする商
品をお届けすることを通じて、長きにわたりお客様から信頼を獲得してまいりました。当社
の取り扱う商品の多くは単なる実用的な道具ではなく、使用する人の価値観やライフスタイ
ルを映し出す存在であると考えております。「書く、描く」という行為を通じて人々の思考
を深め、感情を紡ぎ、自己表現を支える存在でありたいという私たちの「ありたい姿」を実
現するための各種取り組みとして、当社は、付加価値の高い筆記具による提供価値の拡大、
および筆記を通じた新たな可能性を拓く体験価値の提供、成熟市場での深化と新興市場での
創造的な進出、既存の枠組みを越えて社内課題解決に寄与することができる新たな事業への
挑戦などを掲げております。これらの取り組みが長期的な視点に立った収益構造の強化、未
来における持続的なキャッシュフローの拡大にポジティブな影響を与えるものと考えていま
す。 
また、その一方で、企業価値という言葉には、世の中に必要とされる商品やサービスを企

業が意思を持って送り出す、株主の皆様やお客様をはじめとする当社を取り巻くステークホ
ルダーの方々の期待にお応えするという企業活動それ自体の意義も含まれると考えておりま
す。そこでは、当社において企業価値の源泉となるものは、創業以来蓄積された技術力や開
発力、個々の従業員が有する豊富な経験や知恵とノウハウ、そしてそれらを育み伝承する企
業風土や文化、経営方針であると考えております。そして、環境や時代の変化のなかで、こ
の企業価値の源泉と幾度となく向き合い、研鑽し、磨き続けることによって、当社および当
社で働く従業員に躍動感や勢いが生まれ続け、その結果として企業価値も高まり、ひいては
株主やお客様、従業員、お取引先、社会コミュニティなど当社を取り巻くすべてのステーク
ホルダーの方々にとっての価値が最大化するものと信じております。 
そして、当社は、当社の考える企業価値の源泉を磨き、さらに進化させていくことを通じ

て、企業としての社会的責任を果たした上で、持続的な成長を目指し、当社の企業価値ひい
ては株主共同の利益を一層高めてまいりたいと思います。 

 
2. 企業価値向上のための取組み 

 
当社は、2022年に創業150年を迎える2036年に向けた長期ビジョンとしてのありたい姿を

「世界一の表現革新カンパニー」と策定し、公表いたしました。この長期ビジョンの達成へ
の足掛かりとすると同時に企業価値の向上を図るための取り組みとして、３年毎の中期経営
計画に基づき活動しております。そして、前中期経営計画での進捗を踏まえた施策をさらに
推し進め、企業変容とイノベーション創出を実現することを意図し、2025年1月より「uni 
Advance」を基本方針とした2027年までの中期経営計画をスタートさせました。その重点方
針は、以下の３点であります。 
一点目は、筆記具事業の成長継続と多角化推進であり、その概要は、さらなるマーケティ

ング機能の強化と当社グループ全体の協働的な活動によりブランドを価値向上させ、高付加
価値商品の提供と潜在的なニーズを踏まえた体験価値の創造を推進するとともに、新興国市
場を始めとするエリアの拡大と次の事業展開を見据えた体制構築を通じて、より多くの人々
に体験価値を提供していくことです。加えて、販売と生産の連携強化によるグローバルサプ
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ライチェーンの最適化により、生産効率向上と環境負荷低減を両立し、持続可能な事業基盤
を構築してまいります。 
二点目は、⾮筆記事業分野における規模拡⼤とグループにおけるありたい姿実現を牽引す

る活動の深化です。具体的には、非筆記具事業を企業成長の原動力となる事業の柱に育成す
るとともに、これらの事業を通じて社会に貢献することを目指します。また、異業種共創を
通じたイノベーション創出などにより、ありたい姿実現に向けた企業力強化を推し進めてま
いります。 
最後に、これら二つの重点方針を実現するための土台づくりとして、当社を取り巻くステ

ークホルダーの皆様との関係のさらなる強化が不可欠と考えており、その上で人的資本や技
術力を始めとする保有する有形無形を問わない資産を活かした事業成長における基盤の強化
に取り組んでまいります。 
 当社は、これからも企業価値を継続的に向上させていくためには、当社が考える企業価値
の源泉に対して真摯に向き合い、これらを磨き上げ、より深めることが必要であると考えて
おります。そして、その取り組みの一環として、この中期経営計画に基づき競争力の更なる
強化を実現することが、当社の企業価値を向上させ、ひいては株主の方をはじめとした当社
を取り巻くすべての方々にとっての利益を最大化することにつながると考えております。 

   中期経営計画の詳細につきましては、2025年2月13日付で開示しております「『中期経営
計画2025-2027』の策定に関するお知らせ」をご参照ください。 

 
3. コーポレート・ガバナンスの強化 

 
当社は、監査役会設置会社であり、取締役会および監査役会により経営の監督および監査

を行っております。取締役の株主に対する責任を明確化するためにその任期を１年とし、さ
らに取締役会における社外取締役の比率を３分の１以上とすることにより、独立した第三者
の立場から経営に対する監督強化を図ってまいりました。また、経営の監督機能と業務執行
機能を分離することによって、客観的な立場から経営を監督する枠組みを強化するととも
に、経営の意思決定の迅速化および機動的な業務執行の実現を図ることなどを目的として、
執行役員制度を導入しております。監査役につきましては、社外監査役２名を含む４名によ
り監査役会を構成し、取締役の職務執行の監査を行っております。 
一方で、当社は、コーポレート・ガバナンスとは、当社を取り巻くすべての方にとって

「より良い会社をつくるための仕組みづくり」だと考え、その実効性ある取り組みのひとつ
として、2021年 12 月 16日開催の取締役会において、「コーポレート・ガバナンスに関する
基本方針」を制定いたしました。コーポレート・ガバナンスを強化するために、当社を取り
巻くすべての方にとってどのような取り組みが良いのか、継続して考えることが必要であ
り、当該基本方針の定めるところによって、さらに充実したコーポレート・ガバナンス体制
の構築に向けた検討を深め、「より良い会社をつくる」ために、引き続きコーポレート・ガ
バナンスの一層の強化を図ってまいります。 
なお、現在の「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」の内容につきましては、

2022年 12 月 15日に開示いたしました「『コーポレート・ガバナンスに関する基本方針』一
部改定のお知らせ」をご参照ください。 
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三 本プランの目的および内容 
 

1. 本プランの目的 
 
本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的と

して、上記一に記載した基本方針に沿って、旧プランを更新し、導入するものです。 
当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資

さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として
不適切であると考えています。そして、こうした不適切な者によって当社の財務および事業
の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する
大規模買付行為を抑止するために、当社株式に対する大規模買付行為が行われる際に、当社
取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模買付行為
に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のため
に交渉を行うこと等を可能とする枠組みとして本プランを導入することといたしました。 
なお、2024年12月31日現在における当社の大株主の状況は、別添「当社の大株主の状況」

のとおりです。当社は、現時点において、特定の第三者から大規模買付行為を行う旨の通告
や提案を受けているわけではありません。 

 
2. 本プランの概要 

 
本プランは、当社株券等の 20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の

情報提供を求める等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。 
買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会または当社株主総会において本プラ

ンを発動しない旨が決定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大規模買付行為
を行うことができるものとされています。 
買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大規模買付行為が当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動
要件を満たす場合には、当社は、買収者等による権利行使は原則として認められないとの行
使条件および当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の
取得条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除くすべての株主に対して新株予約権
無償割当ての方法により割り当てる等の方法により対抗措置を実施いたします。 
当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当てその他法令および当社定款において認

められる対抗措置の実施、不実施または中止等の判断については、取締役の恣意的判断を排
するため、当社経営陣から独立した社外取締役等のみから構成される独立委員会を設置し、
その客観的な判断を経るものとしつつ、取締役会においても慎重な判断を行うものとしてお
ります。また、当社取締役会は、これに加えて、本プランに従い新株予約権の無償割当てを
実施する場合には、原則として、株主総会を開催し、新株予約権の無償割当てその他法令お
よび当社定款において認められる対抗措置の実施に関する株主の皆様の意思を確認すること
といたします。 
こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性
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を確保することとしております。 
 

3. 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の
決定が支配されることを防止するための取組み） 

 
(1) 本プランの発動に係る手続 
 

(a) 対象となる買付等 
本プランは、下記①から③のいずれかに該当する当社株券等の買付けその他の取得も

しくはこれに類似する行為またはこれらの提案 1（当社取締役会が本プランを適用しな
い旨別途認めたものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなされる場合を
適用対象とします。 

 
記 
 

① 当社が発行者である株券等 2について、保有者 3の株券等保有割合 4が 20%以上とな
る買付けその他の取得 5または第三者が自己の共同保有者 6となる関係の組成行為 

② 当社が発行者である株券等 7について、公開買付け 8を行う者の公開買付け後の株
券等所有割合 9およびその特別関係者 10の株券等所有割合の合計が 20%以上となる
公開買付け（公開買付けの開始を含みます。） 

③ 上記①または②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、(i)当社の株券等の
取得をしようとする者またはその共同保有者若しくは特別関係者（以下、本③にお

 
1 第三者に対して買付等を勧誘する行為を含みます。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとします。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 3 項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該当する
と認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
4 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4 項に定義されます。本書において同じとします。 
5 売買その他の契約に基づく株券等の引渡請求権を有することおよび金融商品取引法施行令第 14 条の 6 に規定
される各取引を行うことを含みます。本書において同じとします。 
6 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に規定される共同保有者をいい、同条第 6 項に基づき共同保有者とみなさ
れる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。なお、(i)同法第 27 条の 2 第 7 項
に定義される特別関係者、並びに(ii)当該保有者若しくはその共同保有者または(i)の者との間でフィナンシャル・
アドバイザー契約を締結している投資銀行、証券会社その他の金融機関並びに当該保有者の公開買付代理人およ
び主幹事証券会社（本書において「契約金融機関等」といいます。）は、当該保有者の共同保有者とみなしま
す。本書および本プランにおける株券等保有割合の計算において同じとします。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2第 1 項に定義されます。 
8 金融商品取引法第 27 条の 2第 6 項に定義されます。本書において同じとします。 
9 金融商品取引法第 27 条の 2第 8 項に定義されます。本書において同じとします。 
10 金融商品取引法第 27 条の 2第 7 項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みま
す。）。但し、同項第 1 号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣
府令第 3 条第 2 項で定める者を除きます。なお、共同保有者および契約金融機関等は、特別関係者とみなしま
す。本書において同じとします。 
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いて「株券等取得者等」といいます。）が、当社の他の株主（複数である場合を含
みます。以下、本③において同じとします。）との間で行う行為であり、かつ、当
該行為の結果として当該他の株主が当該株券等取得者等の共同保有者に該当するに
至るような合意その他の行為、または当該株券等取得者等と当該他の株主との間に
その一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動す
る関係 11を樹立する行為 12であって、(ii)当社が発行者である株券等につき当該株
券等取得者等と当該他の株主の株券等保有割合の合計が 20%以上となるような行
為 

 
買付等を自ら単独でまたは他の者と共同で行おうとする者（以下「買付者等」といい

ます。）は、本プランに定められる手続に従うものとし、本プランに従い当社取締役会
または当社株主総会が新株予約権の無償割当てその他法令および当社定款において認め
られる対抗措置の不実施に関する決議を行うまでの間、買付等を開始または実行しては
ならないものとします。 

 
(b) 意向表明書の提出 
買付者等は、買付等の開始または実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プ

ランの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む書面（買付者等の代表者による署名または
記名捺印のなされたもの）および当該署名または捺印を行った代表者の資格証明書（以
下、これらをあわせて「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出していただき
ます。意向表明書には、買付者等の氏名または名称、住所または本店、事務所等の所在
地、設立準拠法、代表者の氏名、日本国内における連絡先および企図されている買付等
の概要等を明示していただきます。なお、意向表明書および下記(c)に定める買付説明
書における使用言語は日本語に限ります。 

 
(c) 買付者等に対する情報提供の要求 
当社は、意向表明書を受領した日から10営業日（※）以内に、買付説明書（以下に定

義されます。）の様式（買付者等が当社に提供すべき情報のリストを含みます。）を買
付者等に対して交付いたします。買付者等においては、当社が交付した書式に従い、下
記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面（以下
「買付説明書」と総称します。）を当社取締役会に対して提出していただきます。 
※営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる以外の日をい

 
11 「当該株券等取得者等と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者が共同な
いし協調して行動する関係」が存するか否かの判定は、現在または過去の資本関係（共同支配の関係を含みま
す。）、業務提携関係、取引ないし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、当社の株券等の買い
上がりの状況、デリバティブや貸株等を通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等や、当該株券等取得者等
および当該他の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす影響等を基礎として行うものとします。 
12 本文の③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の判断を尊重し合理的に行うもの
とします。なお、当社取締役会は、本文の③所定の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲において、
当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあります。 
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います。 
 

記 
① 買付者等およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および買付者等を被支配

法人等 13とする者の特別関係者を含みます。）の詳細（名称、資本関係、財務内
容、経営成績、過去の法令違反等の有無および内容、当該買付者等による買付等
と同種の過去の取引の詳細等を含みます。）14 

② 買付等の目的、方法および具体的内容（対価の価額・種類、時期、関連する取引
の仕組み、方法の適法性、実現可能性等を含みます。） 

③ 買付等の価格およびその算定根拠 
④ 買付等に際して第三者との間における意思連絡の有無ならびに意思連絡がある場

合はその内容および当該第三者の概要 
⑤ 買付者等による当社の株券等の過去の取得または処分に関する情報 
⑥ 買付者等と第三者との間で当社の株券等に関する合意がある場合または合意をす

る予定がある場合はその内容および当該第三者の概要 
⑦ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の

具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 
⑧ 買付等の後における当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政

策 
⑨ 当社の株主（買付者等を除きます。）、従業員、取引先、顧客等の利害関係者に対

する対応方針 
⑩ 当社のほかの株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 
⑪ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 
当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に送付し

ます（独立委員会は、当社取締役会の決議に基づいて設置されます。独立委員会の委
員の選任基準、決議要件、決議事項等については、別紙１「独立委員会規則の概
要」、本プラン導入当初の独立委員会の委員の略歴等については、別紙２「独立委員
会委員略歴」に記載のとおりです。）。独立委員会は、当該買付説明書の記載内容が
本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限
（当社取締役会が買付説明書を受領してから 60 日間を上限とします。）を定めた
上、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。この場合、買付者等におい
ては、当該期限までに、かかる情報を追加的に提供していただきます。 

 
(d) 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 
① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、買付者等から買付説明書および独立委員会が追加的に提出を求め
た情報（もしあれば）が提出された場合、当社取締役会に対しても、適宜回答期限を

 
13 金融商品取引法施行令第 9 条第 5 項に定義されます。 
14 買付者等がファンドの場合は、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含みます。 
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定めた上、買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとし
ます。以下同じとします。）およびその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立
委員会が適宜必要と認める情報等を提供するよう要求することができます。 

② 独立委員会による検討等 
独立委員会は、買付者等から提出された買付説明書を受領してから（但し、独立

委員会が買付者等に対して回答期限を定めた上で追加的に情報を提供するよう求めた
場合は、当該回答期限の翌日から）原則として最長 90 日間（対価を円貨の現金のみ
とした買付上限株数を設けない公開買付けによる買付等の場合には最長 60 日間）が
経過するまでの間、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業
計画等に関する情報収集・比較検討、および当社取締役会の提供する代替案の検討等
を行います（以下かかる独立委員会による情報収集および検討に要する期間を「独立
委員会検討期間」といいます。）。また、独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主
共同の利益の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させるために必要で
あれば、直接または間接に、当該買付者等と協議・交渉等を行うものとします。 
独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようにな

されることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファ
イナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他
の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものとします。買付者等は、独立
委員会が、直接または間接に、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場
合には、速やかにこれに応じなければならないものとします。 

 
(e) 独立委員会の勧告 
独立委員会は、上記の手続を踏まえて、以下のとおり当社取締役会に対する勧告等を

行うものとします。 
① 本プランの発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付等が下記(2)「本対抗措置実施の要件」において定められる発
動事由（以下「発動事由」と総称します。）に該当すると判断した場合、引き続き買
付者等からの情報提供や買付者等との間で交渉・協議等を行う必要がある等の特段の
事情がある場合を除き、当社取締役会に対して、新株予約権（その主な内容は下記
(3)「本対抗措置の概要」に定めるとおりとし、以下かかる新株予約権を「本新株予
約権」といいます。）の無償割当てその他法令および当社定款において認められる対
抗措置（以下「本対抗措置」と総称します。）を実施することを勧告します。なお、
独立委員会は、本対抗措置の実施に際し、事前または事後に株主総会の承認を得るべ
き旨の留保を付すことができるものとします。 
上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本対抗措置の実施の勧告をした後も、

以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の無償割当てに
係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、ま
たは本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本新株予約権の行使期間の開始日の
前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得すべき旨その他本対抗措置の中止を
行うべき旨等の新たな勧告を行うことができるものとします。 
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(i) 本対抗措置実施に係る勧告後に買付者等が買付等を中止・撤回した場合その
他買付等が存しなくなった場合 15 

(ii) 本対抗措置実施に係る勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ
る等の理由により、発動事由が存しなくなった場合 

② 本プランの不発動を勧告する場合 
独立委員会は、買付等について発動事由が存しないと判断した場合、独立委員会

検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本対抗措置の不実施の勧告
を行います。 
上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本対抗措置の不実施を勧告した後も、

当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、発動事由が存することとな
った場合には、本対抗措置を実施すべき旨の新たな勧告を行うことができるものとし
ます。 

③ 独立委員会検討期間の延長を行う場合 
独立委員会が、当初の独立委員会検討期間中に、本対抗措置の実施または不実施

の勧告を行うに至らない場合には、独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討・
代替案の検討・買付者等との交渉等に必要とされる合理的な範囲内（但し、原則とし
て 30 日間を上限とするものとします。）で、独立委員会検討期間を延長することがで
きるものとします。独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会は、引き続
き、情報収集、検討等を行うものとし、延長期間内に本対抗措置の実施または不実施
の勧告を行うよう最大限努めるものとします。 

 
(f) 株主総会の開催 

当社取締役会は、本プランに従った本対抗措置を実施するに際し、原則として 16、
株主総会 1718を招集し、本対抗措置の実施に関する議案を株主総会に上程することと
します。 

 
(g) 取締役会の決議 

 
15 例えば、既に開始している買付等を中止・撤回（買付等が公開買付けの方法により実施されている場合には、
公開買付けの撤回の公告（金融商品取引法第 27 条の 11 第 2 項本文）がなされることを要します。）をした上
で、①買付等を一定の期間実施しないこと、②一定の期間以内に株券等保有割合を一定の割合まで減少させるこ
と、③一定の期間、臨時株主総会招集請求権を行使しないこと等を誓約する旨の書面を差し入れ、当該誓約書を
遵守する場合が考えられます。 
16 例えば、買付者等が、本プランに定められた手続を遵守せず、買付等を実行しようとする場合には、株主総会
を開催する時間が存しなかったり、株主の皆様が買付等の是非を判断するために必要な情報を確保することがで
きないことから、当社取締役会は、独立委員会の意見を最大限尊重した上で、株主総会を経ることなく、新株予
約権の無償割当てを実施することがあります。 
17 株主総会においては、原則として普通決議により株主の皆様の意思を確認することとしますが、大規模買付等
の目的、方法および内容並びに買付者等と一般株主の間における利益相反の可能性を含む諸般の事情を総合的に
勘案して、買付者等および独立委員会が当該議案との関係で買付者等と特別の利害関係を有すると認める者を、
その承認可決要件の計算から除外して取り扱うことがあります。 
18 株主総会は、本新株予約権の無償割当ての実施に係る取締役会決議後、本新株予約権の無償割当ての効力発生
日前に開催されるものを含みます。 



   

12 

上記(f)に基づき株主総会を開催する場合には、当社取締役会は、当該株主総会の
決議に従い決議を行うものとします。他方、独立委員会から上記(e)に従って勧告が
なされた場合であって、株主総会が開催されない場合には、当社取締役会は、当該勧
告を最大限尊重しつつ、買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反するも
のであるかどうか等を慎重に検討し、本対抗措置の実施または不実施等に関する会社
法上の機関としての決議を行うものとします。 
なお、当社取締役会は、独立委員会が本対抗措置の不実施の勧告をした場合また

は株主総会が本対抗措置を実施することを否決する決議をした場合には、本対抗措置
を実施しません。 

 
 

(h) 情報開示 
当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令または金融商品取引所の規程等

に従い、本プランの各手続の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出された事実、
独立委員会検討期間が開始した事実、ならびに独立委員会検討期間の延長が行われた
事実、具体的な延長期間および延長の理由を含みます。）または独立委員会による勧
告等の概要、当社取締役会の決議の概要、その他独立委員会または当社取締役会が適
切と考える事項について、適時に情報開示を行います。 

 
(2) 本対抗措置実施の要件 

 
本プランの発動として本対抗措置を実施するための要件は、下記のとおりです。なお、

上記(１)「本プランの発動に係る手続」(e)記載のとおり、下記の要件の該当性について
は、必ず独立委員会の勧告を経て決定されることになります。 

 
記 

発動事由その１ 
本プランに定められた手続に従わない買付等であり（買付等の内容を判断するために合
理的に必要とされる時間や情報の提供がなされない場合を含みます。）、かつ本対抗措
置を実施することが相当である場合 

 
発動事由その２ 
下記のいずれかに該当し、かつ本対抗措置を実施することが相当である場合 

(a) 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白
な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 

① 株券等を買い占め、その株券等について当社側に対して高値で買取りを要求する行
為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠
牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 
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③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用す
る行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処
分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による
株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 

(b) 強圧的二段階買付（最初の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定し、あ
るいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うことをいいます。）等株
主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

(c) 買付等の経済的条件（対価の価額・種類、対価の支払時期・支払方法を含みま
す。）が当社の本源的価値に鑑み不十分または不適当な買付等である場合 

(d) 買付者等の提案（買付等の経済的条件のほか、買付等の適法性・実現可能性、買付
等後の経営方針または事業計画、買付等後における当社の株主（買付者等を除きま
す。）、従業員、取引先、顧客等の当社に係る利害関係者に対する対応方針等を含み
ます。）の内容が、当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社グループの従
業員、取引先、顧客等との関係や当社グループのブランド力を損なうこと等によ
り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する重大なおそれのある場合 

 
(3) 本対抗措置の概要 
 

当社が本プランに基づき発動する買付等に対する対抗措置は、原則として、新株予約権
の無償割当てとします。但し、法令および当社の定款上認められるその他の対抗措置を発
動することが適切と判断された場合には当該対抗措置が用いられる可能性もあります。 
本プランに基づき対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合には、その概要

は、以下のとおりとします。 
 

(a) 本新株予約権の数 
本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決

議」といいます。）において別途定める一定の日（以下「割当期日」といいます。）にお
ける当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する自己株式の数を
控除します。）と同数とします。 

 
(b) 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、原則と
して、その有する当社株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権を割り
当てます。 

 
(c) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 
 

(d) 本新株予約権の目的である株式の数 
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本新株予約権１個の目的である当社株式の数（以下「対象株式数」といいます。）
は、本新株予約権無償割当て決議において別途定める数とします。 

 
(e) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際し
て出資される財産の当社株式１株当たりの価額は１円とします。 

 
(f) 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期間の
初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、原則として、１ヶ月間から６ヶ月間ま
での範囲で本新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。 

 
(g) 本新株予約権の行使条件 

(Ⅰ)買付者等、(Ⅱ)買付者等の共同保有者、(Ⅲ)買付者等の特別関係者、もしくは(Ⅳ
)上記(Ⅰ)ないし(Ⅲ)に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ること
なく譲り受けもしくは承継した者（その共同保有者・特別関係者を含みます。）、また
は、(Ⅴ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅳ)に該当する者の関連者 19（以下、(Ⅰ)ないし(Ⅴ)に該当す
る者を「非適格者」と総称します。）は、原則として、本新株予約権を行使することが
できません。 
なお、当社取締役会は、ある者が非適格者に該当するかを判断するにあたり 20、独立

委員会の意見を聴取し、独立委員会の判断を最大限尊重するものとします。また、外国
の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原
則として本新株予約権を行使することができません（但し、非居住者の保有する本新株
予約権も、適用法令に抵触しないことが確認されることを条件として、下記(i)②のと
おり、当社による当社株式を対価とする取得の対象となります。）。さらに、本新株予約
権の行使条件を充足していること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文
言を含む当社所定の書式による誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使すること
ができません。 

 
(h) 本新株予約権の譲渡 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 
 

(i) 当社による本新株予約権の取得 

 
19 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にある
者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、またはその者と協調して行動する者として当社取
締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している
場合」（会社法施行規則第 3 条第 3 項に定義されます。）をいいます。 
20 但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反しないと当
社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、非適
格者に該当しないものとします。 



   

15 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得する
ことが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日
の到来日をもって、すべての本新株予約権を無償で取得することができるものとし
ます。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が有す
る本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のものすべ
てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき対象株式数に相当する数の
当社株式を交付することができます。また、かかる取得がなされた日以降に、本新
株予約権を有する者のうちに非適格者以外の者が存在すると当社取締役会が認める
場合には、上記の取得がなされた日より後の当社取締役会が定める日の到来日をも
って、当該者の有する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日まで
に未行使のものをすべて取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき対象株
式数に相当する数の当社株式を交付することができるものとし、その後も同様とし
ます。 

③ 当社は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降の日で取締役会が別途定める
日の到来日をもって、非適格者が有する本新株予約権のすべてを取得し、これと引
き換えに、取得に係る本新株予約権と同数の新株予約権で非適格者の行使が原則と
して認められないとされているもの 21を対価として交付することができます。当該
新株予約権の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において定めるものと
します。 

④ その他の取得に関する事項については、本新株予約権無償割当て決議において別途
定めるものとします。 

 
(j) 合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転の場合の新株予約権の交付 

本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。 
 
(k) 新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 
 

(l) その他 
上記に定めるほか、本新株予約権の内容の詳細は、本新株予約権無償割当て決議にお

いて別途定めるものとします。 
 

 
21 但し、一定の場合には、非適格者による当該新株予約権の行使が認められる旨の条件を付すことがあります。
具体的には、買付者等が、既に開始している買付等を中止・撤回（買付等が公開買付けの方法により実施されて
いる場合には、公開買付けの撤回の公告（金融商品取引法第 27 条の 11 第 2 項本文）がなされることを要しま
す。）した上で、①買付等を一定の期間実施しないこと、②一定の期間以内に株券等保有割合を一定の割合まで
減少させること、③一定の期間、臨時株主総会招集請求権を行使しないこと等を誓約する旨の書面を差し入れ、
当該誓約書を遵守する場合には、かかる買付者等その他の非適格者は、その保有する当該新株予約権につき、一
定の割合の範囲内に限り行使することができることなどが定められることなどがあります。 
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(4) 本プランの導入手続 
 
本プランについては、当社定款第 16 条に基づき、本定時株主総会における決議によ

り、旧プランを更新して本プランを導入するとともに、本プランに記載した条件に従い本
新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限を当社取締役会に委任していただき
ます。 

 
(5) 本プランの有効期間、廃止および変更 

 
本プランの有効期間は、本定時株主総会の決議における、本プランに係る本新株予約権

の無償割当てに関する事項の決定権限の委任期間とし、当該委任期間は、本定時株主総会
終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで
とします。 
但し、本プランの有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において、本プラン

を廃止する旨の決議、もしくは本プランに係る本新株予約権の無償割当てに関する事項の
決定についての取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行われた場合、または、②当
社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点
で廃止されるものとします。 
また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金

融商品取引所の規程等の新設もしくは改廃が行われ、かかる新設もしくは改廃を反映する
ことが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うことが適切である場
合、または当社株主に不利益を与えない場合等本定時株主総会の決議の趣旨に反しない場
合には、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、または変更することができま
す。 
当社は、本プランが廃止、修正または変更された場合には、当該廃止、修正または変更

の事実および（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、情報開
示を速やかに行います。 

 
(6) 法令の改正等による修正 

 
本プランで引用する法令の規定は、2025 年２月 13 日現在施行されている規定を前提と

しているものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項な
いし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設または改廃の趣旨を考
慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えるこ
とができるものとします。 

 
4. 株主および投資家の皆様への影響 

 
(1) 本プランの導入にあたって株主および投資家の皆様に与える影響 
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本プランの導入にあたっては、本新株予約権の無償割当てを含む本対抗措置自体は実施
されませんので、株主および投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありませ
ん。 

 
(2) 本対抗措置実施時に株主および投資家の皆様に与える影響 

 
本プランにおいては、本対抗措置の実施時においても、当社株主の皆様（非適格者を

除きます。）が法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じ
ることは想定しておりません。本対抗措置を実施する場合には、法令および金融商品取
引所の規程に従い、適時適切な開示を行ってまいります。 
また、本対抗措置として、本新株予約権の無償割当てを行う場合に、株主および投資

家の皆様に与える影響は以下のとおりです。 
(i) 本新株予約権の無償割当ての手続 

当社取締役会において、本新株予約権無償割当て決議を行った場合には、当該決議
において割当期日を定め、これを公告いたします。この場合、割当期日における当社
の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主の皆様（以下「割当対象株主」といい
ます。）に対し、原則として、その有する当社株式１株につき１個の本新株予約権が無
償にて割り当てられます。なお、割当対象株主の皆様は、本新株予約権の無償割当て
の効力発生日において、当然に本新株予約権に係る新株予約権者となるため、申込み
の手続等は不要です。 
なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、上記

3.(１)「本プランの発動に係る手続」(e)①に記載した独立委員会の勧告を最大限尊重
し、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株
予約権の無償割当てを中止し、または本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降行
使期間開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得する場合がありま
す。これらの場合には、当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じませんので、こう
した希釈化が生じることを前提に売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により不
測の損害を受ける可能性があります。 

 
(ii) 本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使に際してご
提出いただく書類（行使に係る本新株予約権の内容および数、本新株予約権を行使す
る日等の必要事項ならびに株主の皆様ご自身が本新株予約権の行使条件を充足するこ
と等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言、ならびに、当社株式の割
当対象株主の皆様の振替を行うための口座への当社株式の記録に必要な情報を含む当
社所定の書式によるものとします。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送
付いたします。本新株予約権の無償割当て後、株主の皆様においては、本新株予約権
の行使期間内に、これらの必要書類を提出した上、原則として、本新株予約権の対象
株式数１株当たり１円を所定の方法により払い込むことにより、１個の本新株予約権
につき対象株式数に相当する数の当社株式が発行されることになります。なお、非適
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格者による本新株予約権の行使に関しては、上記 3.(３)「本対抗措置の概要」(g)の趣
旨に従って、別途当社が定めるところに従うものとします。 
仮に、株主の皆様が、こうした本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払

込みを行わなければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有す
る当社株式が希釈化することになります。 
但し、当社は、下記(iii)に記載するところに従って非適格者以外の株主の皆様から本

新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。当社がか
かる取得の手続を取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、本新株予約権の行使お
よび行使価額相当の金銭の払込みをせずに当社株式等を受領することとなり、その保
有する当社株式の希釈化は原則として生じません。 

 
(iii) 当社による本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続
に従い、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の株主の皆様
から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することがあります。こ
の場合、かかる株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による
当該本新株予約権の取得の対価として、１個の本新株予約権につき対象株式数に相当
する数の当社株式を受領することになります。但し、この場合、かかる株主の皆様に
は、別途、当社株式の割当対象株主の皆様の振替を行うための口座への当社株式の記
録に必要な情報をご提供いただくほか、ご自身が非適格者でないこと等についての表
明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書をご提出
いただくことがあります。 
なお、本新株予約権無償割当て決議において、非適格者からの本新株予約権の取

得、その他取得に関する事項について規定される場合には、当社は、かかる規定に従
った措置を講じることがあります。 

 
上記のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法の詳細につきまし

ては、本新株予約権無償割当て決議において決定された後、株主の皆様に対して情報開
示または通知いたしますので、当該内容をご確認下さい。 

 
 
四 上記各取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 
 

1. 基本方針の実現に資する特別な取組み（上記二の取組み）について 
 
上記二に記載した中期３ヵ年経営計画をはじめとする企業価値向上のための取組みやコーポ

レート・ガバナンスの強化といった各施策は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続
的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針の
実現に資するものです。 



   

19 

従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり
、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

 
2. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ
とを防止するための取組み（上記三の取組み）について 

 
(１) 当該取組みが基本方針に沿うものであること 
本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間
を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うも
のです。 

 
(２) 当該取組みが当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではないこと 
当社は、以下の理由により、本プランは、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、

また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 
 

(a)買収への対応方針に関する指針等の要件の充足 
本プランは、経済産業省が 2023年 8月 31 日に発表した「企業買収における行動指針

－企業価値の向上と株主利益の確保に向けて－」の定める三原則（①企業価値・株主共同
の利益の原則、②株主意思の原則、③透明性の原則）をすべて充足しています。また、経
済産業省に設置された企業価値研究会が 2008 年 6 月 30 日に公表した「近時の諸環境の
変化を踏まえた買収防衛策の在り方」、東京証券取引所が 2021 年 6 月 11日に改訂を行
った「コーポレートガバナンス・コード」の「原則１－５ いわゆる買収防衛策」の内容
その他の買収への対応方針に関する実務、議論を踏まえた内容となっており、合理性を有
するものと考えます。 

 
(b)株主意思の重視 

本プランは上記三 3.(４)「本プランの導入手続」記載のとおり、株主の皆様の意思を反
映させるため、本定時株主総会においてその導入をお諮りする予定です。 
また、上記三.3.(１)「本プランの発動に係る手続」(g)記載のとおり、当社取締役会

は、原則として株主総会において本対抗措置の実施に関する株主の皆様の意思を確認する
こととしております。 
加えて、本プランには、導入された後の有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット

条項が付されており、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会または当社
取締役会において本プランを廃止する旨等の決議が行われた場合には、本プランは当該決
議に従い廃止されることになります。その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご
意向が反映されることとなっております。 
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(c)情報開示 
当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令または金融商品取引所の規程等に従

い、本プランの各手続の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出された事実、ならびに
独立委員会検討期間が開始した事実および独立委員会検討期間の延長が行われた事実を含
みます。）または独立委員会による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、その他独
立委員会または当社取締役会が適切と考える事項について、適時に情報開示を行います。
これにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に適うように本プランの透明な運用
が行われる仕組みが確保されています。 

 
(d)独立性のある社外取締役等の判断の重視および第三者専門家の意見の取得 

本プランの発動に際しては、独立性のある社外取締役等のみから構成される独立委員会
による勧告を必ず経ることとされています。 
さらに、独立委員会は、当社の費用において独立した第三者専門家等の助言を受けるこ

とができるものとされており、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保さ
れる仕組みとなっております。 
 

(e)合理的な客観的要件の設定 
本プランは、上記三 3.(１)「本プランの発動に係る手続」(e)および上記三 3.(２)「本

対抗措置実施の要件」にて記載したとおり、合理的な客観的要件が充足されなければ発動
されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組
みを確保しているものといえます。 

 
(f)デッドハンド型やスローハンド型の買収への対応方針ではないこと 

本プランは、当社の株主総会において選任された取締役で構成される取締役会により廃
止することが可能であるため、デッドハンド型の買収への対応方針（取締役会の構成員の
過半数を交替させてもなお、対抗措置の発動を阻止できない買収への対応方針）ではあり
ません。また、当社においては取締役の任期は 1年であり、期差任期制は採用されていな
いため、本プランは、スローハンド型の買収への対応方針（取締役会の構成員の交替を一
度に行うことができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収への対応
方針）でもありません。 

 
以上 
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別紙１ 
 

独立委員会規則の概要 
 

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 
・ 独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立してい

る、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役、または(ⅲ)有識者のいずれかに該当する
者の中から、当社取締役会が選任する。有識者は、実績ある会社経営者、投資銀行業
務に精通する者、弁護士、公認会計士もしくは会社法等を主たる研究対象とする研究
者またはこれらに準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が指定する善
管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結した者でなければならない。 

・ 独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議に
より別段の定めをした場合はこの限りでない。また、当社社外取締役または当社社外
監査役であった独立委員会委員が、それらの地位を失った場合（再任された場合を除
く。）には、独立委員会委員としての任期も同時に終了するものとする。 

・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、そ
の理由を付して当社取締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の
勧告を最大限尊重しつつ、買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する
ものであるかどうか等を慎重に検討し、本対抗措置の実施または不実施等に関する会
社法上の機関としての決定を行う（但し、①に定める本対抗措置の実施または不実施
につき、株主総会において別段の決議がなされた場合は、当該決議に従う。）。なお、
独立委員会の各委員および当社各取締役は、こうした決定にあたっては、当社の企業
価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、もっ
ぱら自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 
① 本対抗措置の実施または不実施 
② 本対抗措置の中止または本新株予約権の無償取得 
③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問

した事項 
・ 上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行うこと

ができる。 
① 本プランの対象となる買付等への該当性の判断 
② 買付者等および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報およびその回答期限

の決定 
③ 買付者等の買付等の内容の精査・検討 
④ 買付者等との協議・交渉 
⑤ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討 
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⑥ 独立委員会検討期間の延長の決定 
⑦ 本プランの修正または変更の承認 
⑧ 本プラン以外の買収への対応方針の導入の是非の判断 
⑨ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 
⑩ 当社取締役会が別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

・ 独立委員会は、買付者等に対し、買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分で
あると判断した場合には、追加的に情報を提出するよう求める。また、独立委員会
は、買付者等から買付説明書および独立委員会から追加提供を求められた情報が提供
された場合、当社取締役会に対しても、所定の期間内に、買付者等の買付等の内容に
対する意見およびその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立委員会が適宜必要
と認める情報等を提供するよう要求することができる。 

・ 独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から
買付者等の買付等の内容を改善させるために必要があれば、直接または間接に、買付
者等と協議・交渉を行うものとし、また、当社取締役会等の代替案の株主等に対する
提示等を行うものとする。 

・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他独
立委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説明を
求めることができる。 

・ 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、
公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得
ること等ができる。 

・ 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集するこ
とができる。 

・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員の全員が出席（テレビ会議または
電話会議による出席を含む。以下同じとする。）し、その過半数をもってこれを行
う。但し、やむを得ない事由があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、その
過半数をもってこれを行うことができる。 

 
以上 

 
 



 

23 
 

別紙２ 
独立委員会委員略歴 
本プラン導入当初の独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。 
 
［氏名］   青山 藤詞郎（あおやま とうじろう） 
       当社社外取締役 
［生年月日］ 1951 年８月 29 日 
［略歴］     1979 年３月 慶應義塾大学工学博士  

1988年４月 同大学理工学部機械工学科助教授 
1995年４月 同大学理工学部機械工学科教授  
1996年４月  同大学理工学部システムデザイン工学科教授 
2009年７月 同大学理工学部長・理工学研究科委員長 
2015年６月 ＤＭＧ森精機株式会社社外取締役 
2016年３月 公益社団法人精密工学会会長 
2017年３月  当社社外監査役 
2017年４月 慶應義塾大学名誉教授 
2017年５月  学校法人慶應義塾常任理事 
2019年３月 当社社外取締役（現任） 
2021年８月 一般財団法人慶応工学会理事長（現任） 
2023年 10 月 佐藤製薬株式会社社外監査役（現任） 

※青山 藤詞郎氏は、会社法第２条第 15 号に定める当社の社外取締役です。 
 
［氏名］    梶川 融（かじかわ とおる） 

         当社社外監査役 
［生年月日］ 1951 年９月 24 日 
［略歴］   1976 年 10月 監査法人中央会計事務所入所 

1979年９月  公認会計士登録 
1990年５月  株式会社柿安本店監査役 
1990年９月   太陽監査法人（現太陽有限責任監査法人）代表社員 
1997年６月   株式会社柿安本店社外監査役（現任） 
2000年７月   太陽監査法人（現太陽有限責任監査法人）総括代表社員 
2005年４月   青山学院大学大学院教授 
2010年４月   同大学大学院客員教授 
2014年６月   キッコーマン株式会社社外監査役（現任） 
2014年７月   太陽 ASG有限責任監査法人（現太陽有限責任監査法人）代表社員 

会長 
2017年３月   当社社外監査役（現任） 
2023年 6 月 SOMPO ホールディングス株式会社社外取締役 

（監査委員会委員）（現任） 
2023年 7 月 太陽有限責任監査法人会長（現任） 
 

※梶川 融氏は、会社法第２条第 16 号に定める当社の社外監査役です。 
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［氏名］   嶋本 正（しまもと ただし） 
       当社社外取締役 
［生年月日］ 1954 年２月８日 
［略歴］   1976 年４月 野村コンピュータシステム株式会社（現株式会社野村総合研究所）入社 

2002年４月 同社執行役員情報技術本部長 
2004 年４月 同社常務執行役員情報技術本部長 

兼研究創発センター副センター長 
2008 年６月 同社代表取締役専務執行役員事業部門統括 
2010年４月 同社代表取締役社長 
2015年４月 同社代表取締役会長兼社長 
2016年４月 同社取締役会長 
2019年６月 同社取締役 
2021年６月 同社特別顧問 
2021年６月 リーディング・スキル・テスト株式会社取締役（現任） 
2022年 3 月 当社社外取締役（現任） 
2022年 7 月 PwC あらた有限責任監査法人（現 PwC Japan 有限責任監査法人）

公益監督委員会委員（現任） 
2023年 6 月 セイコーエプソン株式会社社外取締役（現任） 

※嶋本 正氏は、会社法第２条第 15号に定める当社の社外取締役です。 
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別添 

当社の大株主の状況（2024 年 12 月 31 日現在） 
 

株 主 名 所有株式数 
発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信
託口） 

32,238百株      5.59% 

株式会社横浜銀行 28,319 4.91 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 28,172 4.88 

三菱鉛筆取引先持株会 24,436 4.23 

株式会社三井住友銀行 24,077 4.17 

三井住友信託銀行株式会社 23,750 4.11 

大同生命保険株式会社 23,440 4.06 

三井住友海上火災保険株式会社 17,127 2.96 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 17,127 2.96 

明治安田生命保険相互会社 16,195 2.80 

※上記のほか、当社は自己株式を 33,745百株保有しております。また、上記「発行済株式総数に対
する所有株式数の割合」は、発行済株式総数から当社の保有する自己株式を控除して算出してお
ります。 
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当社株券等の大規模買付行為に関する手続の流れ 

 
 

              

買 付 等 を 行 お う と す る 者 （ 買 付 者 等 ） の 出 現 

買付者等による意向表明書の提出 

提出 （10 営業日以内に、当社が買付者等に対して買付説明書の様式を交付） 不提出 

  
取 締 役 会 独 立 委 員 会 

買 付 説 明 書 の 提 出 

提出 

本対抗措置 
発動の勧告 

本対抗措置 
不発動の勧告 

買 付 説 明 書 の 受 領  
取締役会より 

買付説明書を受領 

速やかに

送付 

（不十分であれば） 
追加的な情報提供の要求 
（回答期限：最長 60 日間） 

（必要に応じて） 
取締役会に対し、意見・根拠
資料・代替案等の提出を要求 

（要求があれば） 
独立委員会に対し、意見・ 
根拠資料・代替案等を提出 

買付等の検討、買付者等と交渉 
（検討期間：最長 60 日間又は 90 日間 

最長 30 日間延長が可能） 

 
独立委員会の勧告を最大限尊重、株主総会開催の場合は当該決議に従う 

本対抗措置の不発動の決議 

取締役会（必要に応じて株主総会） 

手
続
不
遵
守
に
よ
る
買
付
等 

不提出 

本対抗措置の発動の決議 

本 対 抗 措 置 不 発 動 本 対 抗 措 置 発 動 

（注）本図は本プランの手続の概要を記載したものです。詳細につきましては本文をご参照下さい。 
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